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Ⅰ 本論文の構成 
松尾尚氏の博士学位申請論文として提出された「生産財取引における売り手の顧客･
製品戦略の研究～市場環境変化に対応した電子部品メーカーの戦略～」は、研究フロー、
研究方法を示すと次のようになる。 
本論文は、生産財における売り手―買い手の関係性研究であり、セットメーカーと電子部品
メーカーの取引関係にフォーカスしている。関係の一方を形成する買い手であるセットメーカ
ーを取り巻く外部環境（社会・経済環境や一般消費者の購買志向）が変化することで、セットメ
ーカー間の競争環境にも種々の変化を引き起こす。競争環境の変化は、１セットメーカー内の
事業戦略や内部オペレーションの変革をもたらし、次の段階として、売り手―買い手の関係性
にも影響を及ぼし、売り手である電子部品メーカーの顧客適応や製品戦略を変化させることに
なる。このメカニズムを解明するための本論文の構成フローは、次の通りである。 
              ＜本論文の構成フロー＞ 
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2、3章 生産財取引の特性（関係性研究）
本論文の研究範囲
研究手法は、電子部品の製品戦略を導くための起点を、先行研究における売り手―買い
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手の関係性研究に求め、ここで第一次仮説を設定している。さらに、売り手―買い手が相互ア
プローチにより問題解決を図ることを明確にし、特に電子部品メーカーの典型事例を検討し、
第二次仮説を提示している。次に、第二次仮説を確認するために、電子部品メーカー（売り
手）の製品戦略の成功事例･失敗事例から最終仮説を導出している。本論文は、先行研究－
仮説設定－事例研究－仮説導出という研究方法を採用している。 
 
Ⅱ 本論文の概要 
松尾尚氏の博士学位申請論文として提出された「生産財取引における売り手の顧客･
製品戦略の研究～市場環境変化に対応した電子部品メーカーの戦略～」の概要を示す。 
 
第 1 章 研究目的・範囲・課題 
本論文の問題意識と研究範囲、研究の目的、論文構成を明確にし、本研究の章立てを解
説している。章立ては、次のようになっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１章 研究目的・範囲・課題
３章 先行研究：生産財製品戦略の研究
一次仮説の提示
２章 先行研究：
売り手と買い手の関係性研究
４章 買い手（セットメーカー）の変化
～セットの実質標準化と電子部品メーカーへの影響～
５章 売り手（電子部品メーカー）の標準／カスタム品の補完戦略、
６章 村田製作所における補完戦略 ～二次仮説の提示
11章 標準品／カスタム品における
売り手の戦略上の検討課題
７～9章 事例研究
12章 結論と今後の課題
９章 アルプス電気／ローム８章 ザインエレ７章 キーエンス
１０章 部品メーカーの成長戦略 最終仮説の導出
 
第２章  先行研究：売り手と買い手の関係性研究 
売り手と買い手の関係性に関する先行研究をレビューすることで、生産財の購買意思決定
が、売り手と買い手の相互作用で決定されることを明らかにしている。相互作用とは、売り手-
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買い手の交渉の中で、協働で問題解決にあたり、お互いのニーズが合致する点を見出すこと
で取引が成立することである。その中で、売り手（生産財メーカー）は、買い手 (セットメーカー) 
のニーズと、自社の経営資源（技術シーズ等）の両面を考慮して、その相互作用の中で、自社
製品の採用を目指すことになる。 
第３章  生産財取引における製品戦略 
第 2 章の相互作用の関係性を発展させて、2 者間の関係性において、売り手は、どこまで、
顧客（買い手）の意志・要望を反映させた製品を提供するべきかに焦点を当てている。これを
製品戦略の観点から述べると、どこまで顧客適応したカスタム仕様品を販売するのか、それと
も、顧客を問わず、共通した製品（標準仕様品）を販売するかが焦点となる。カスタム-標準仕
様対応のバランシングについて、延期―投機理論をベースとした先行研究をレビューし、以下
を確認する。 
・延期―投機理論では、カスタム品と標準品の最適プロダクトミックスは、お互いのコストカー
ブが最小となる点で決まると主張する。 
・コスト構造が変われば、カスタム品と標準品の製品構成率も変化する。 
つまり、延期―投機理論では、カスタム／標準品の関係を、一方が増えれば一方が減るという
二律背反的な「代替財」とみていることを明らかにし、これを否定する仮説として、一次仮説を
提示する。 
一次仮説： 標準品とカスタム品は、「代替財」ではなく、「補完財」として機能する。 
第４章 買い手(セットメーカー)の変化 
～セットの実質標準化と電子部品メーカーへの影響～ 
第 4 章では、電子部品メーカーの事業構造に大きな変革をもたらす外部環境変化として、
セットメーカーのセット設計における実質標準化動向と、標準化に伴うセットメーカー間の競争
ポジションの変化を分析する。セットの実質標準化が決定することにより、セットメーカーの市場
での地位は、マーケットリーダーとフォロワーへ二極化される。そして、フォロワーは実質標準を
勝ち取ったリーダーの設計思想を踏襲することにより、製品（セット）の設計面での同質化を招
く結果となる。製品設計の同質化は、セットメーカーにおける設計～製造に至る「ものづくり」の
重要性を低下させ、結果として、EMＳに代表される製造専門企業や、デザインハウスといった
特定機能に特化した企業を台頭させ、セットメーカーの事業構造を、垂直統合から水平分業
にドラスティックに変化させることを解説している。 
第 5 章 売り手（電子部品メーカー）の標準／カスタム品の補完戦略  
第 4 章で述べたセットメーカーの事業環境の変化に対応して、売り手である電子部品メーカ
ーは、カスタム仕様部品と標準仕様部品を補完的に位置づけることで、売上拡大を図ることを、
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電子部品取引における実例から分析している。部品メーカーは、セットの実質標準化プロセス
の前後において、その製品戦略を変える。実質標準決定前は、実質標準化を勝ち取ると予測
するセットメーカーに対して、カスタム部品で新規参入を狙う。セットの実質標準が決定した後
は、そのカスタム部品での実績をベースとして、カスタム部品を複数顧客へ展開することで標
準仕様部品化を図り、自社の市場での地位を確立する戦略を取っている。つまり、カスタム品
と標準品は「代替財」ではなく、カスタム品を事業の出発点として、それを標準品展開につなげ
るという意味で「補完財」として機能していることを明確にしている。 
第６章 村田製作所における補完戦略～二次仮説の提示 
売り手としての電子部品メーカーが、カスタム／標準品の製品戦略をどのように展開すべき
かについて、電子部品の典型的なメーカーとしての村田製作所を時系列的に観測している。
松尾氏が村田製作所に勤務していたという経緯から、深く事例研究することが可能であった。
セットメーカー側の用途と部品仕様の両面を考慮した電子部品メーカーの成長戦略モデルを、
二次仮説として提示している。 
二次仮説： 
カスタム仕様品と標準仕様品の循環的製品戦略は、電子部品メーカーの成長戦略
の一類型として、有効に機能する。 
二次仮説に基づくカスタム仕様品と標準仕様品の循環的製品戦略のフレームワークと 
して、次の通り電子部品メーカーの製品ポートフォリオを提示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここでは、電子部品の製品特性を、その顧客との関係性から、純標準品（標準仕様・汎用用
途）、ASSP 品（＝用途特化型標準部品： 標準仕様・用途特化）、純カスタム品（カスタム仕様・
用途特化）に区分する。二次仮説で提示する循環性とは、右下の純カスタム品から、右上の
純標準品
（汎用用途・標準仕様品）
ASSP
（用途特化・標準仕様品）
純カスタム品
（用途特化・カスタム仕様品）
一品一様品）
標準（汎用用途） カスタム（用途特化）
買い手（アプリケーション・用途）
売り手（ 部品・ デバイス・ 装置）
汎用・ 標準仕様部品
カスタム仕様部品
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ASSP への展開を図り、左上の純標準品を志向することで、時間軸の中で部品の標準化を図り、
次に、この一連の流れを循環させることで業績の拡大を図るという戦略移行プロセスである。 
このモデルの新規性は、顧客適応の度合いから標準仕様・カスタム仕様といった二元論で
製品ポートフォリオを組むのではなく、標準部品の複数用途への展開性という生産財に特有
の製品要素を入れ込むことにより、生産財企業の取引実態に即したポートフォリオに改変した
点にある。 
また、この二次仮説を導くための基礎データとして、村田製作所の事例に加えて、上場電子
部品メーカー81 社の製品ラインナップ（標準／カスタム）と営業利益の関係性を分析し、これら
のメーカーの製品戦略が、標準仕様部品を中心に実行されていることを確認している。 
第 7～9 章 事例研究 
第6章で提示した二次仮説から、最終仮説を導出するために、第７～９章で代表的部品メー
カーへのインタビューを中心とする事例研究を行っている。第二次仮説における製品循環戦
略が機能するための、各社に共通した経営上の要件を見出し、電子部品メーカーの成長戦略
の一類型として最終仮説を導出している。 
事例研究を仮説分析の手段として用いたのは、電子部品メーカーの製品戦略の意思が、ど
のように製品戦略に反映されたかを見る必要があるためであり、定量的なデータだけでは、意
思決定の細部まで踏み込んで確認ができないと考えたためである。 
第 7-9 章で事例研究する企業は、以下の基準に従って選出した。 
①生産財を売り手として扱うメーカー企業であること 
②所属する業界や市場セグメントにおいて、トップシェアを維持していること 
③同じターゲット市場を対象としながら、利益パフォーマンスに違いのある 
企業の製品戦略比較（成功例と失敗例） 
④成長ステージにある振興企業と、企業力の高い成熟企業での戦略比較ができること  
第７章 キーエンス 
第７章では、村田製作所と同じく標準仕様・汎用用途製品を事業の中心としているキーエン
スを取り上げ、各種のセンシング技術をコア技術として成長し、営業利益 50%を維持するキー
エンスの高収益の要因を、標準化戦略の観点から分析している。個別顧客ニーズの最大公約
数を反映した製品戦略と、製品戦略を支える顧客との関係性を強化する提案営業を取り上げ
ている。 
第８章ザインエレクトロニクス 
第 8 章は新興技術ベンチャーのザインエレクトロニクスについて、標準品としてのメモリー受
託業から、液晶周りの ASSP（用途特化型標準仕様部品）への製品戦略変更に際しての、自社
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シーズと市場ニーズの関係性を取り上げている。また、ASSP での世界トップシェアを実現した
後の事業展開として、さらなる標準化戦略が取られているかどうかを確認している。 
第９章 アルプス電気／ローム 
第 9 章では、カスタム品を事業の柱とする戦略を取る代表的企業として、ロームとアルプス電
気の 2 社を取り上げ、その 2 社の戦略を標準／カスタム仕様の観点から分析を行うことで、カス
タム型企業の成功要因と失敗要因を探っている。 
ロームは、カスタム品型企業の成功事例として取り上げている。ロームは、カスタム仕様品と
標準仕様品が 50:50 の売上構成比であるが、事業の一方の柱となるカスタム製品は、もう一方
の標準仕様品により補完されることにより、製品戦略上の強みが形成されていることを確認して
いる。 
一方、アルプス電気は、ロームと同じくカスタム仕様品を中心とするビジネスを志向しながら、
業界平均を継続して下回る低利益が続いている。その理由を、HDD 磁気ヘッドにおける製品
戦略から分析し、標準化の観点から見たときの製品戦略の失敗例として検討している。 
第１０章 部品メーカーの成長戦略 最終仮説の導出 
ここでは、7～9 章の事例研究を通じて、二次仮説を修正した最終仮説を、次の通り導出し
ている。 
最終仮説： 
カスタム品と標準品の循環戦略は、戦略的意志により標準部品を選択する電子部品メ 
ーカーの成長戦略の一類型として有効に機能する。 
循環戦略を実践するための要件は、標準化を志向する戦略的意志、その意志を具現化
するための内的組織能力と、循環戦略に向かわせる外的ドライビングフォースの存在である
ことを明確にしている。 
第１１章 標準品／カスタム品における売り手の戦略上の検討課題 
ここでは、第 6 章から 10 章までの事例研究から、電子部品メーカーのカスタム品/標準品を
時系列的に捕らえると、汎用用途・標準仕様品の製品セグメントで利益の拡大を志向し、生産
財取引のもつ売り手不利の状況を改善しようとしていることを明らかにしてきた、この検討を前
提に、電子部品メーカーが標準品、カスタム品の製品展開を進める上で留意すべき事項を、
実務的な側面から整理している。 
顧客適応（カスタム化）を進めることにより顕在化する買い手の売り手資源へのフリーライド
（売り手と買い手の信頼関係が薄く、協調関係が低いときに、自己の利得を第一に考えること）
の問題の解決手段等につき、ゲーム理論を活用しながら、生産財業界全体への提言の形で
まとめている。すなわち、売り手が買い手の技術や情報を利用する場合と、逆に買い手が売り
手の技術や情報を利用するという 2 つのケースがある。これらを回避するためには、両者のコミ
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ットメントが重要であり、目標や成果を共有することを契約により関係構築する方法と、契約以
外にトップ同士の信頼関係を構築する方法とがあることを整理し、その仕組みを提案してい
る。 
第１２章 結論と課題 
これまでのまとめと、今後の研究課題を提示する。 
 
Ⅲ 本論文の評価 (特徴と課題) 
本論文「生産財取引における売り手の顧客･製品戦略の研究～市場環境変化に対応し
た電子部品メーカーの戦略～」の構成や論文概要は、記述したとおりである。 
本論は、企業対企業という生産財取引主体の関係性を基点に先行研究を発展させ、関係性
から導かれる売り手の製品戦略に踏み込むことで、先行研究に見られない視点を加えている。
また、この関係性は固定されたものではなく、買い手の事業環境変化は、売り手―買い手の関
係性を変化させ、両者の相互依存の結果として生まれる製品像も影響を受けることを明確にし
ている。 
ここでは、本論文の特徴と課題について整理する。 
＜本論文の特徴＞ 
（１）生産財取引に関する先行研究を超えた仮説の導出 
  生産財取引の関係性の理論には多くの先行研究があるが、この中で投機－延期理論の
「カスタム品と標準仕様品との代替性」ということが、電子部品メーカーという典型的な生産財
取引に適用可能かという疑問を抱いたとことから出発している。本研究は、「カスタム品と標準
品との補完性にあり、経営環境の変化によって補完関係自体が変化する」のではないかという
認識のもとに、製品戦略循環論を加え、次のような最終仮説を導出している。 
「カスタム品と標準品の循環戦略は、戦略的意志により標準部品を選択する電子部品メ 
ーカーの成長戦略の一類型として有効に機能する。」 
（２）最終仮説導出の為の丁寧な事例研究 
 仮説を事例によって確認するために、データからのアプローチと、事例研究によるアプロ
ーチの両面を試みた。まず、データとしては、上場電子部品メーカー81 社の製品ラインナップ
（標準／ASSP／カスタム）と営業利益の関係性を分析し、標準仕様部品と業績が正の関係に
あることを明確にしている。 
次に、生産財取引業界のなかで電子部品メーカーを売り手として選定し、さらに所属する業
界や市場セグメントにおいて、トップシェアを維持している企業を選定し、各社に対する丁寧な
インタビューにより、創業以来の製品・顧客戦略の推移から、「純カスタム仕様品→ASSP(用途
特化・標準仕様品)→汎用・標準仕様品」という戦略を採用していることを明らかにした。特に、
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成功事例では、高い営業利益率や製品構成の検討から、カスタム品と標準品が代替するとい
うよりも、新規顧客確保のための純カスタム仕様に特化するのではなく、汎用又は用途特化の
標準仕様品を目指し、代替ではなく、補完的関係に位置づけていることを確認している。さら
に、このシナリオを実行しなかった製品戦略を失敗事例も加え、最終仮説の確認を多面的に
行っている。 
（３）市場環境変化に対応した電子部品メーカーの成長モデル提示 
売り手―買い手の関係性の濃淡や、生産財取引の持つ購買意思決定の特性が、いかに売
り手の製品戦略に影響を与え、もしくは、売り手が、いかに市場環境の変化に適応しなければ
ならないかといった戦略論からのアプローチから、電子部品メーカーの顧客・製品戦略から、
次のような成長モデルを提示した。 
 
純標準品
買い手（アプリケーション・用途）
売り手（ 部品・ デバイス・ 装置）
ASSP
純カスタム品
＝売上規模
標準（汎用用途） カスタム（用途特化）汎用・ 標準仕様部品
カスタム仕様部品
競争激化
２．標準品の補完として、
カスタム品への再展開
コア技術の活用
市場の見極め
顧客の見極め
１．仕様以外の面での競争優位向上
 
この成長モデルの新規性は、顧客適応の度合いから標準仕様・カスタム仕様といった二元
論で製品戦略を考えるのではなく、標準部品の複数用途展開性という生産財に特有の製品
要素を入れ込むことにより、より生産財企業の取引実態に即したポートフォリオに改変した点に
ある。 
＜本論文の課題＞ 
①生産財のうち電子部品メーカーだけの検証で、生産財全体に適応できるか 
本論文の副題の電子部品メーカーについては仮説導出をしてきたが、本論の
主テーマは、「生産財取引における売り手の顧客･製品戦略の研究」であった。生
産財には、部品・材料部品の他のセグメントである用度品、設備用機器、原材料等における
売り手―買い手の関係性を研究対象としていない。本来、生産財の製品セグメント毎に、製
品・顧客戦略の共通項を引き出し、導出された仮説の適用可能性を検証する必要があったが、
今後の研究に期待したい。 
②電子部品メーカーの標準仕様志向は明確になったが、次の象限への製品戦略は何か 
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カスタム品から標準品へ、或いは標準品からカスタム品へというように、次の象限移行にあ
たり売り手の判断には、自社技術資源からのシーズ探索アプローチと、顧客ポジショニングを
重視したシーズ探索アプローチの 2 つが考えられている。村田製作所が前者の典型例であり、
ザインエレクトロニクスが後者の事例である。企業の歴史的経緯による技術の集積の違いによ
ると考えられるが、製品・顧客戦略において、いずれを採用するかの必然性が明確になってい
ない。電子部品メーカーの成長モデルを提示しているが、経営環境変化に対応して、シーズ
型とニーズ型のいずれが成長に有効かについては、ほとんど検討されていない。 
③電子部品業界の経営業績と製品・顧客戦略とは相関性があるが、他の要因はないのか 
 上場電子部品メーカー81 社の製品ラインナップ（標準／カスタム）と営業利益の関係性を
分析し、これらのメーカーの製品戦略が、標準仕様部品を中心になされていることを確認して
いる。電子機器産業の水平分業化が専門特化とグローバル化を促進し、電子部品メーカーが、
垂直縦型総合産業より高収益モデルであるのは指摘の通りである。しかし、営業利益率の高さ
は、製品戦略の標準仕様化のみから形成されているわけではない。売り手・買い手の関係性
から、標準仕様とカスタム仕様の補完性を検証する論文で、顧客戦略・製品戦略を中心にした
トータル戦略を論じた論文ではない。経営活動の最終成果としての営業利益率を論じるには、
さらに研究範囲を拡大する必要がある。 
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Ⅳ 論文審査の結論 
本論文は、売り手・買い手の関係性に関する先行研究が解明していなかった「カスタム品
と標準品の製品循環戦略」を代表的電子部品メーカーのインタビューによる事例研究に
よって、カスタム仕様品からスタートしても、標準仕様品に志向するという、売り手と
買い手の新たな関係性を明確にした。また、この製品循環戦略が、「戦略的意志により標
準部品を選択する電子部品メーカーの成長戦略の一類型として有効に機能する」ことを、明ら
かにした点に新規性がある。 
 
「本論文の課題」で指摘した事項はあるが、本論文の成果を損なうものではない。こ
れらの課題については、むしろ、今後の研究対象として期待したい。 
 
以上の審査の結果、松尾尚氏から提出された「生産財取引における売り手の顧客･製品
戦略の研究～市場環境変化に対応した電子部品メーカーの戦略～」は、審査員全員が博
士学位申請論文に値すると判断した。 
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